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(1)自主事業の実施運営体制の確保

(2)日小連財務体制の確保

日小連決算額推移 (単位：千円)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

収入 10,742 12,503 12,413 31,213 37,879 39,509

支出 7,581 8,725 8,302 18,589 21,938 15,910

収支差額 3,161 3,778 4,111 12,624 15,941 23,599

（3）日小連事務局の継続的人材確保

日本小学生バレーボール連盟における法人化等の検討について

日小連の法人化については、2018年度においても、特別委員会を設け、その

検討がされたところである。その協議の中では、事業収入がないことや、体制

としてのメリットが少ない・手続きの煩雑さなどを要因として法人化について

は、一旦見直しとしたところである。しかしながら、日小連を取り巻く状況

は、コロナの影響による環境変化や、スポーツ庁やJVAからの指導・事業の自

主運営の取組への移行などが求められる状況など今後の組織運営には、下記現

状の課題も含めて、改めて協議検討する必要が求められているところである。

ついては、再度検討委員会をたちあげ、法人化も含めた今後の組織運営の体制

つくりを検討することを目的に法人化検討委員会(仮称)をたちあげることとい

たしたい。

日小連の労務管理については、明確な労務管理規定を設けず、その対応については、臨時雇用

の形態で従事している現状がある。今後の継続的な人材確保のためには、労務管理を含めた体

制の構築が必要である。

日小連の事業については、従前よりＪＶＡとの共催として実施してきており、その予算につい

ても、ＪＶＡ予算の中で、日小連は事業運営主体として、事業を行ってきたところである。し

かしながら、今年度より、ＪＶＡより指導者講習会などは日小連事業としての運営が求めら

れ、予算対応がされている現状があり、今後の事業対応についても、その運営体制の構築など

を協議・検討していく必要がある。

背景及び

提案理由

◎下記決算額推移にあるように、日小連の予算規模は年々増えている現状がある。日小連にお

いて、法人格を持つことは、透明性が担保できるとともに、銀行⼝座を開設したり、法人が主

体となって契約行為を行えることで、法人名義ですべての事業活動が行えるので、組織の運営

基盤の強化が可能となることも考慮に、その検討が必要である。
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